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1 はじめに
KARASAWA Tatsuya 
本稿は国際見本市出展のために構築されたプロジi クト組織が協働作業を通してどのように知識を
創造しそれを連続するプロジェクト組織に活用していくのかについて考察する。具体的には，国際
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的なデザイン見本市であるミラノ・サローネに2014年と2016年に連続して出展した日本企業のプロ
ジェクト組織がどのように知識を移転し，新しい知識を創造したかを明らかにする。企業の枠組みや
国境を越えたネットワークによるプロジェクト組織における知識創造を研究の対象としている。この
ような研究が必要な理由は， Argote et al. (2000)によると「組織的に蓄積された知識をあるユニッ
トから他のユニットへ効果的に移転できることが生産性を高め，知識移転ができない組織よりも持続
する」という指摘からもベストプラクテイスの共有をはじめとする知識移転が重要な課題になること
が挙げられる。 Teece(2011) も今日のグローパル経済における企業の競争優位は複製困難な知識資
産の所有やその活用の仕方によってもたらされるとして，知識が多国籍企業にとって重要な資産であ
ることを指摘している。
知識がどこで創造されるのかという問題に関して，野中・遠山・紺野 (1999)によって知識創造に
おける「場 (Ba)Jの概念が導入された。知識は自に見えない，境界のない，動態的なストックする
ことのできないものであるとされる。知識を適時適所で活用するための「場」には，直面する問題の
状況において文脈を読み取り，暗黙知や形式知を状況に応じて活用できる知識体系と仕組みが求めら
れるとしている。そのひとつがプロジェクト組織であり，とくに継続的なプロジェクト組織において
は，どのように知識を適時適所で活用したかの観察が可能となる。 Nonakaand Von Krogh (2009)も
知識創造における分析単位は業務に関わるプロジェクトチームを対象とすべきであると指摘している。
本稿の構成は以下の通りである。第1節では本稿の目的と背景について説明する。第2節ではプロ
ジェクト組織や知識創造に関する先行研究を踏まえて;事例の分析枠組みを示す。続く，第3節では
事例研究について，事例の概要および連続的知識創造のメカニズムじついて記述する。第4節は結果
に基づいて考察をおこなう。最後に第5節において，本稿のインプリケーションと研究課題について
述べる。
2 先行研究と事例分析の枠組み
2.1 プロジェク卜組織に関する先行研究
寺本他 (1993)によると，本稿の研究の対象であるプロジェクト組織とはプロジェクト組織を時間
や空間も同一ではない状況でも協働関係を構築し，時間の経過とともに緊密な結びつきに変化する傾
向がある「柔らかい組織」である。今日 (2005)も，不連続に生じる環境変化に対して柔軟に対応す
るよりオープンな異質性.水平性を前提とした組織の枠組みへの変化が必要であると指摘している。
浅川 (2011)によると，特にグローパJレR&Dのような企業活動では，国境を越えて分散している知識
に効率よくアクセスすることが自社の強みに宜結する。すなわち，グローパル規模での企業活動おい
て，企業聞の壌を取り払った連携であるプロジ、ェクト組織は柔軟性や俊敏性を実現するのに適した組
織形態である。
Tunner and Muller (2003)は，プロジェクト組織の本質は期間限定性(テンポラリー)と知識な
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どのリソースを活用するための代理性(エージェンシー)にあるとした。 Sydowet al.， (2004)はプ
ロジェクト組織を多様なコンピテンスをもっ専門家によって混成される知識の貯蔵庫と見なした。
Smith and Powell (2004)は，ある共通の目的を達成するために構成された期間限定的なプロジェク
ト組織は，個人のネットワークから成り，その構造が知識創造に影響を与えることを指摘している。
児玉 (2010)は不確実性が高い状況下で新たな課題を解決する場合には，隣接する個人が緊密な関
係を構築しながら，組織全体で知識を効率的に活用するようなネットワークの形態になることが望
ましいとする。 Uziiand Spiro (2005)は， 1945年から1989年に上演された474のブロードウェイ・
ミュージカルの複雑な制作者聞の協働関係と商業的成功の関係について研究し，商業的成功に最適な
条件は制作者聞の過去の協働関係(反復的紐帯数)が中程度のバランスの場合であること示した。こ
のようなテレピ番組やミュージカル作品の制作のような期間限定的なプロジェクト組織を構成する個
人のネットワークの構造特性に着目する研究がなされ，エンターテイメント産業や文化産業，メディ
ア産業などのソフトな資源の活用を目的とするネットワークの研究がなされた。 Starkand Verdes 
(2006)の既存研究では凝集的ネットワークが活用型学習に優れ，高い実行能力を持つとされる。次
項では.知識の創造が，これまでどのように議論がなされてきたのかについて整理する。
2.2 知識創造に関する先行研究
野中・紺野・川村 (1990)は集団においてメタフア}を媒介として対話者相互の知識の関与は生
じ，暗黙知が形式知に転換されて新たな意味体系が獲得されるという仮説による組織的な知の創造の
方法論を提示した。その概念を発展させた野中 (1990)の『知識創造の経営Jにおいて，知識創造の
基礎は個人の暗黙知にあるとして，暗黙知と形式知のダイナミックな相互作用による知識創造の基本
仮説を提示した。 Nonaka (1991)は，ナレッジ・マネジメントの概念を広く浸透させることになっ
た論文“TheKnowledge Creating Company"において日本企業の製品開発における「暗黙知」の活用
を世界に提言した。さらにNonakaand Takeuchi (1995)は「共同化:Socialization (暗黙知から暗
黙知へ)J， I表出化:Externalization (暗黙知から形式知へ)J， I連結化:Combination (形式
知から形式知へ)J， I内面化:Internalization (形式知から暗黙知へ)Jによる暗黙知と形式知の
相互作用の4つの知識変換モード (SECIモデル)による知識創造理論を提唱した。さらに，野中・
遠山・紺野 (1999)によって知識創造における「場 (Ba)Jの概念が導入された。知識は目に見え
ない，境界のない，動態的なストックすることのできないものであるとされ，知識を適時適所で活用
するための「場Jには，直面する問題の状況において文脈を読み取り，暗黙知や形式知を状況に応じ
て活用できる知識体系と仕組みが求められるとしている。この「場」の概念には組織における「文
脈」と「関係性」が重要な意味をもっている。 2000年以降，知識創造理論はより実践を目的として精
綴化されていく。 VonKrogh ， Ichijo and Nonaka (2000)によって，組織全体での知識の共有に関
係する最後のステップである「ローカル・ナレッジのグローパル化」のフローを示した。その中で，
「ローカル化のきっかけ作り (Triggering)J I知識のパッケージ化および移転 (Packaging and 
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Dispatching) Jから「ローカルの状況にあわせて再創造 (Re-Creating)Jという国境を越える組織
全体での知識創造のフローを提唱した。ここで重要な事は、まず暗黙知と形式知のパッケージ化をお
こない，ローカルの状況に適合して知識を再創造する点にある。本稿においては，この「ローカル」
に相当するのが，新しいプロジェクト組織となる。旧プロジェクト組織が「知識のパッケージ化およ
び移転」を行い，新プロジェクト組織が知識を「状況にあわせて再創造」する。 i知識のパッケージ
化および移転」に関して，唐沢 (2014)は広告会社の国際知識移転の4つのステージからなる移転プ
ロセスを示した。この移転プロセスと「ローカル・ナレッジのグローパル化」の知識創造のフローは
以下のように呼応させることができる。 i(1)移転する知識の検討・リサーチ」および i(2)移
，転する知識およびグループの探索と決定」の段階が「知識のパッケージ化」に相当し，続く(3 ) 
「移転の実行・履行の段階J. i適用(そのまま使う)Jが「知識の移転」に相当する。最後に，
(4) i知識の強化・統合の段階」・「適応(現地にあわせて修正)Jが「知識の再創造」に相当し
ている(図l参照)。
(1 ) 
移転する知識の
検討・リサー チ
図知識移転と創造のプロセス
知織のパッケー ジ化および移転
(2) 
移転する個人および同市
グルー プの探索と決定
ロー カルの状況に
あわせて再創造
出所:Von Krogh， Ichijo and Nonaka (200) p.213，翻訳 (201)368ページ.唐沢 (2014)208ページ
を参照し，筆者作成。
次項では，これらの先行研究を踏まえてプロジェクト組織における連続的知識創造の事例の分析枠
組みについて説明する。
2.3 事例の分析枠組み
先行研究を踏まえて，プロジェクト組織を構成するネットワークの動態的菱化と知識創造という視
点から事例の分析枠組みを設定する。まず，プロジェクト組織の本質は期間限定性(テンポラリー)
にあることに着目し， 2014年と2016年のミラノ・サローネのプロジェクト組織の構成がどのように変
化したかを検討する。次に， 2014年のミラノ・サローネ出展プロジェクト組織(以下，旧組織)にお
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いて創造された知識が，どのように知識のパッケージ化がなされて.2016年のミラノ・サローネ出展
プロジ、ェクト組織(以下，新組織)に移転され，さらに新しい知識が創造されたかを明らかにする。
そこで. Von Krogh. Ichijo and Nonaka (2000)の示した「知識のパッケージ化および移転」・「適
用」と「知識の再創造」・「適応」のプロセスに沿って，新旧のプロジェクト組織における連続的知
識創造のメカニズムを明らかにする。調査方法は，唐沢 (2016)による旧組織における創造された知
識を推定した方法を新組織にも使用する。新プロジェクトの対象期聞を均等に30日ごとにフェーズ
に分割し，各フェーズの電子メールや議事録をテキストマイニングし，キーワードを抽出する。さら
に，主要な関係者への聞き取り調査を補足的におこない，創造された知識を推定する。
3 事例研究
3.1 ミラノ・サローネの概要
ミラノ・サローネ(正式名称:Salone Internazionale del Mobile di Milano)はFIERA(フイエ
ラ)と称される世界最大規模の国際家具見本市の本会場と， ミラノ市内各所で聞かれる通称FUORI
SALONE (フォーリ・サローネ)と呼ばれるさまざまな会場を使って実施されるデザイン展示のイベ
ントによって構成されている。このFUORISALONE (フォーリ・サローネ)には，これまで家電・
自動車をはじめとするグローパル企業であるアイシン精機. AGC (旭硝子). ASUS. ダイキン，
Hermes. キヤノン.SAMSUNG. 東芝， トヨタ自動車.NIKE.パナソニック.HYUNDAI， Louis 
Vuitton. マツダ. MINI (BMW) . YKK. LEXUS等が出展した。本稿が事例研究として取り上げる
日本の時計メ}カーであるシチズン時計もこのFUORISALONE (フォーリ・サローネ)へ2014年と
2016年に2回出展をした。 2016年4月に開催されたミラノ・サローネは55年の歴史があり，主催社に
よると来場者は37万人におよび過去最高となった。公益財団法人日本デザイン振興会は，近年のミミ
ラノ・サローネは家具やインテリアを超えた国際的なデザイン業界の祭典として，存在意義を増して
いると指摘している。またSNSの普及などにより，出展企業による情報発信のあり方も転換期にある
ことを指摘している。各出展企業では，デザインへの取り組みを通してグローパルにブランドを訴求
するプロジェクトとして位置づけられている
3.2 ミラノ・サローネ出展のプロジェクト組織
本稿が事例研究として取り上げる2014年と2016年のシチズン時計出展のプロジェクト組織について
説明する。表1は唐沢 (2016)による旧組織の関係者である。全関係者は42名である。その内訳は，
l 出展企業のシチズン時計は.ウエブサイトのミラノ・サローネ特設ペ』ジにおいて「私たちは、それぞれの時代の最
新の技術とともに腕時計の新しい可能性を探求し続け，デザインの力によっていままでになド選択肢を生み出してきま
した。技術に美を重ね合わせた時はじめて， r機械」に命が宿ります。『新しい技術にはじまりを与える~，それがシチズ
ンデザ、インです」と同社のデザインへの考え方を説明している。
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出展企業であるシチズン時計から18名である。圏内(日本人:JP) 11名と海外拠点7名((イタリ
ア人:IT) 4名，欧州本社(日本人:JP) 1名，北米(アメリカ人:US) 2名)である。広告会社
ADKグループからは7名(圏内(日本人:JP) ) ，外部協力会社は合計17名で，圏内は6名(日本
人:JP)であった。海外は11名((イタリア人 :IT) 4名， (日本人:JP) 4名， (フランス人:
FR) 1名， (イギリス人:UK) 1名， (オランダ人:NL) 1名)である。
そして，表2は新組織の関係者である。主な関係者は総勢35名である。その内訳は，出展企業で
あるシチズン時計から15名である。国内(日本人:JP) 11名と海外拠点4名((イタリア人:IT) 
3名，欧州本社(日本人:JP) 1名である。広告会社ADKグループからは7名(圏内(日本人:
JP) ) ，外部協力会社は合計14名で，囲内は3名(日本人:JP)であった。海外は11名((イタリ
ア人 :IT) 4名， (日本人:JP) 4名， (イギリス人:UK) 1名， (オランダ人:NL) 2名)であ
る。新組織から参加した関係者は15名であり，全体の約43%が新しくプロジェクト組織に参加した関
係者である。
表 1: 2014年のミラノ・サローネ出展プロジェク卜組織の関係者
出展企業 広告会社(グルー プ会社含む) 外部協力会社(海外)
シチズン時計(圏内)e アサツー ディ・ケイ(圏内)@ 建築事務所(パリ)ム
1広報・宣伝担当役員(JP) 担当営業部門 32.空間デザイナー (JP)
2.戦略企画室マネジャー (JP) 19.営業副本部長(JP) 33.空間デザイナー (FR)
3.戦略企画室スタッフ(JP) 20アカウントディレクター (JP) 34.アシスタント(UK)
4.宣伝・広報部長(JP) 21.アカウントエグゼクティブ(JP) 35.::Jーディネイター (JP)
5.広報マネー ジャー (JP) 担当スタッフ部門(プロモー ション局) 照明・音響演出会社(アムスァルダム).6.
6デザイン部長(JP) 22.シニアプロデュー サー (JP) 36.演出プロデユー ザー (JP)
7.チー フデザイナー (JP) 制作会社ADKアー ツ海外担当グルー プ 37. )寅出スタッフ(NL)
8.デザイナー (JP) 23.イベント・プロデュー サー (JP) デザイン事務所(ミラノ)ム
9.デザイナー (JP) 24イベント・ディレクター (JP) 38. ミラノ運営チー フ(JP)
10.デザイナー (JP) 25.アシスタントディレクター (JP) 39ミラノ運営スタッフ(IT)
11.デザイナー (JP) 外部協力会社(圏内) 海外PR会社(ミラノ).6.
シチズン時計(海外拠点)0 デザイン事務所(東京).A. 40.ミラノ PRマネジャー (IT)
12.イタリア拠点代表(IT) 26.東京コー ディネー ター (JP) 41.ミラノPRスタッフ(IT)
13.イタリア拠点幹部(IT) 27.東京チー フデザイナー (JP) 現地施工会社(ミラノ).6.
14.イタリア拠点PR担当(IT) 28.東京運営スタッフ(JP) 42.施工現場責任者(IT)
15.イタリア拠点営業担当(IT) 圏内PR(外部PR会社)企
16.欧州本社社長(JP) 29.東京PRマネジャー (JP)
17.アメリカ拠点 VP(US) 30.東京PRプランナー (JP)
18.アメリカ拠点PR担当(US) 31.東尽PRアシスタント(JP)
出所:唐沢 (2016) 5ペー ジ。
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表2: 2016年のミラノ・サ口ーネ出展プロジェクト組織の関係者
出展企業 広告会社(グループ会社含む) 外観協力会社(海外)
シチズン時計(圏内)e アサツーディ・ケイ(国内)。 建築事務il(1 ¥川ム
1広報・宣伝担当役員(JP)2014-2016 担当営業部門 26空間デザイナー(JP)2014-2016
2戦略企画室マネジャー(JP)2014-2016 16アカウントディレクヲー (JP)2014-2016 27空間デザイナー(JP)2016
3宣伝・広報部長(JP)2016 17アカウントエグゼクティブ(JP)2014-2016 28.アシスヲント(UK)2014-2016
4広報マネジャー(JP)2014-2016 担当スタyフ部門(プロモーション局) 照明・音響演出会社(アムスナルダム)ム
5デザイン部長(JP)2014-2016 18シニアヲロデューサー(JP)2014-2016 29演出プロデューサー(JP)2014-2016 
6チーフデザイナー(JP)2014-2016 19プロデューサー(JP)2016 30.音響効果製作アーティスト(NL)2016
7デザイナー(JP)2014四 2016 20.ディレクター (JP)2016 31 音響アーティスト/ピアニスト((NL)2016
8デザイナー(JP)2014-2016 制作会社ADKアーツ海外担当グループ デザイン事務所(ミラノ)ム
9デザイナー(JP)2016 21イベント・ディレクヲー (JP)2014-2016 32ミラノ運営チー フ(JP)2014-2016 
10.デザイナー(JP)2016 22.アシスタントディレクター(JP)2016 ;海~PR会社 (ミフノ ) .6
11.デザイナー (JP)2016 外郎悩力会社(圏内) 33ミフノ PRマネジャー (打)2016
シチズン時計(海外拠点)0 デザイン事務所(東京)企 33.ミラノPRスタッフ(IT)2016
12イ1')ア拠点代表(lT)2014-2016 23東泉コーディネ-11一(JP)2014-2016 現地施工会社(ミフノ)ム
13.イ9リア拠点幹部(lT)2014-2016 24.東京チーフデザイナー(JP)2014-2016 34施工現場責任者(lT)2014-2016
14イ1')ア拠点PR担当(lT)2014-2016 囲内PR(外部PR会社)企 35施工現場副責任者(lT)2016
15欧州本社社長(JP)2016 25.東京PRマネジャー(JP)2016 ， 
注:2014-2016の表記は連続したプロジェクト組織関係者.2016の表記は新たに参加した関係者である
ことを示す。
出所 :筆者作成。
新旧組織の関係者の内訳を比較すると，ネットワークにおいで情報や知識の流れを統制し個人間
の橋渡し役をしている媒介中心性が高い関係者のである出展企業では.2.戦略企画室マネジャーや5.広
報マネジャー広告会社グループでは.2.シニアプロデューサーや24イベント・ディレクターが継続し
て参加しており新旧のプロジェクト組織における専門知識を橋渡しする役割を果たしていることが推
定される。
3.3 知識のパッケージ化
Von Krogh . Ichijo and Nonaka (2000)によると，パッケージ化は知識を組織の境界を越えて移転
するためには不可欠であるとしどの知識をパッケージするかを判断することが必要で、ある と述べて
いる。
では.旧組織において，どのような知識が創造されたのであろうか。唐沢 (2016)は.旧組織にお
いてやり取りされた電子メールや対面の会議 ・ワー クショ ップの議事録などをテキストマイニングの
形態素解析によってキーワードを抽出し創造された知識を推定した。さらに，テキストマイニング
によって抽出されたキーワードを確認するために主要なプロ ジェクトの関係者に対して.半構造的
な聞き取り調査をおこなった。聞き取り調査の結果は， 以下のように整理された。旧組織のプロジェ
クトの対象期間である2013年9月27日 (出展の企画提案日)より2014年4月24日 (実施報告書の提出
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日)までを30日ごとに均等に7つのフェーズ(以下p)に分割した202014年のプロジェクトの対象期
間のPI-P7においてにおいて創造された知識を以下に示す。
P 1 :出展を意思決定するための知識(イベントへの来場者の属性，過去実績など)
P2 :出展決定後の会場費の支払いや契約などの手続きに関する知識
P3 :プランデイングの具体的な施策，制作スケジュール管理に関する知識
P4 :展示の構成，展示台などの制作物，展示するプロダクトの演出方法などの知識
P5 :一貫したコンセプトに基づく部品・時計の展示，空間演出の方法に関する知識
P6 :空間演出のための技術的な知識・運営オベレーションに関わる知識
P7 :事後PR関する知識・結果(来場者数・メディアへの露出数)と報告の知識
これらのPI-P7で挙げた知識は，旧組織の知識のパッケージの基本要素である。これらの知識に
は，暗黙知と形式知が混在している。例えば P4のコンセプトを具現化するための展示内容に関す
る知識は，数回におよぶワークショップを通じて得られた形式知であるが，その知識を獲得するため
に実施されたワークショップを活性化させるファシリテーシヨンの方法は暗黙知である。表3は，旧
組織によるP1-P7で挙げた知識に基づくパッケージされる知識を会議議事録や聞き取り調査に基づ
いて，暗黙知と形式知に分類して整理したものである。
2 P 1は2013年9月27日-10月26日.P2は2013年10月27日-11月25日.P3は20日年1月26日-2 12月25日.
P4は2013年12月26日-2014年1月24日.P5は2014年 1月25日-2月23日.P6は2014年2月24日-3月25日，
P7は2014年3月26日-4月24日である。
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表3:パッケージ化された知識の内容と暗黙知と形式知の分類
悶組織(201知4臓)ののパ内ッ容ケー ジされる -暗黙知 ロ形式知
出展を意思決定するための知識 -会場の選択の方法(良い場所かどうかの判断) ロ会場候補のリスト
出展決定後の手会続場きに費関のす支る払知い識や契約 -会プロ場ジをェ契ク約トする条件(金額や賃借期間)の交渉の仕方 ロ使支用払する会場の契約替書に盛り込むべき内容などの . ・ファイナンスF期のを知き識め 口 いのための為 予約フォー マット・記録-支払いの渦替予約の時 る知識
プランディン関グすのる具知体能的な施策に .ワー クショップを媒活体性社化させるファシリ子ー ションの方法
-コンヲクトすべき とのネットワー ク E口ロPプE割R調レS金スの書問発諸自書表問9選5にZ行袋関台す本る詰糊企画書
展示示すのる構プ成ロlダ展ク示ト台のな演ど出の方制法作な物ど.の展 -コンl示セをプ製ト作をす具る現l化するための空間演出 ロ空間機演材出の・音照響明機・音材響のプログラミングデ-~-展 =あたっての専門家・アー テイストの ロ照明 の技術的仕様書知識 ネットワー ク)
ロプロジヱクト会期スケ間ジのュ制ー作ルすおるよ各びア個イ別テ1ムのスケ
制作スケジュール管理に関する知識 -展示を製作するにあたっての専門家のネットワーヲ
ジュール(全体 作業スケ
ジュー ル)
展示示すのる構プ成ロ，ダ展ヲ示ト台のな演ど出の方制法作な物ど，の展 -展示を製作するにあたっての専門家・アー ティストの ロコ展展ン示示セ物物プのにト必輸を具要送現なに情化関報すするための展告(輸リ示出ア内語力容ルのネ併)記ロ (英}手語続・イ ) 
知機 ネットワー ク) 口 るき
一貫レたコンセプトに基づく方部法品に・時計
の展示，聞空す間る演知出識の -コンセプトを具現化するための空間演出 ロ空間演出の照明・音響のプログラミングデ一事
室蘭演出のための技術的な知織 -展示1:対する演出効果(照明・音響) ロ照明機材・音響機材の技術的仕様書
-運営秀マニュアルに記載すベき詳細肉容の決定 ロイベント・オペレー ション・マニュアル運営オペレーションに関わる知識 .優 な通訳ど想ス~ッフとのネットワーク
-混雑時な 定されるアクシデントに対応する知識 ロス少yフ・ロー テー ション(シフト表)
事後PR閲する知識 一 口PR企画書告(書事後フオー アップの企画)ロPR結果報
結果(来場者と数報・告メディアへの露出数)
の知機 ロ口結反事PR省後果結清報点果の算告報ま書見告と積書め書
出所:筆者作成。
3.4 知識の再創造
パッケージ化された知識が旧組織から新組織に移転される際に，同じ出展企業のグローパル・プラ
ンデイングを目的としていても，そのまま移転される知識もあれば，新たに創造しなくてはならない
知識が存在する。それを検証するために，先述した旧組織を対象にした電子メールや対面の会議・
ワークショップの議事録などのテキストマイニングと半構造的な聞き取り調査を， 2016年のプロジェ
クト組織に対しでも同様調査方法で分析を行う。テキストマイニングのソフトはKHCoderを用い
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た。新組織のプロジェクト対象期間としては.2015年3月20日 (2回目出展の決定日)より2016年5
月16日(実施報告書の提出日)までを30日ごとに均等に14のフェーズ(以下P)に分割した o 2016年
のフエ}ズの数が倍増しているととは，出展の決定が2014年より約6ヶ月早かったととによるもので
ある。 2016年のプロジェクトの対象期間のP1-P14においてにおいて創造された知識を以下に示す。
P1 出展会場の選定に関する知識(想定される来場予定数・費用・会場面積・近隣の出展企業等)
P2 出展会場の選定に関する知識(向上)
P3 出展コンセプト開発に関する知識 (企業ピジョン・ブランドメッセージ等)
P4 出展コンセプト開発に関する知識 (同上)
P5 出展コンセプト開発に関する知識(向上) ・会場費の支払いや契約などの手続きに関する知識
P6 出展コンセプト開発に関する知識 (向上) ・空間演出の方法に関する知識
P7 コンセプトに基づく部品・時計の展示・空間演出の方法に関する知識
P8 コンセプトに基づく部品・時計の展示・空間演出の方法に関する知識
P9 展示の構成，展示するプロダクトの演出方法などの知識・ブランディングの具体的な施策
P10 :展示の構成.展示するプロダクトの演出方法などの知識・ PR施策に関する知識 (SNSの活用)
Pll :展示台などの制作物.展示するプロダクトの演出方法などの知識
P12 :展示台などの制作物，展示するプロダクトの演出方法などの知識
P13 :空間演出のための技術的な知識・運営オベレーションに関わる知識
P14 :運営オベレーションに関する知識・事後PR関する知識・実施報告に関する知識(報告書)
表3で示されたパッケージされた知識の内容と2016年のプロジ、エクトの対象期間のP1-P14におい
てにおいて創造された知識がどのように関連しているかについて，ネットワーク分析を試みる。この
ような分析はDeNooy et al. (2005)で紹介された論文の引用関係の研究でも使用され，知識共有の
状況が示される。本稿が取り上げる事例に関しては，旧組織が新組織の知識を利用するということは
時間の不可逆性からも有り得ないので，知識の親子関係を明らかにする有向グラフのネットワ}クを
使用する。図2は知識の関係を示したネットワーク図である。このネットワーク閣の作成にあたって
は，主要な関係者に対する聞き取り調査の際に，それぞれの知識の関係性に関する質問をおこない，
全員が関係あると回答したものを1.それ以外をOとしてソシオマトリックスを作成し分析する。
3 P 1は20日年3月20日-4月18日.P 2は2015年4月19日-5月16日.P 3は2015年5月17日-6月6日.P 
4は2015年6月7日-2015年7月4日， P 5は2015年 7月5日-8月3日， P 6は2016年8月4日-9月3日.P 
7は2015年9月4日-10月4日.P8は2015年10月5日-11月4日， P9は20日年1月5日-12月5日， PlOは
2015年12月6日-2015年1月5日.Pllは2016年1月6日-2月5日， P12は2016年2月6日-3月7日， P13 
は2016年3月8日-4月7日， P14は2016年4月8日-5月16日(P14のみ実施報告書の提出日まで)である。
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図2:パッケージ化された知識と創造された知識の関係性
会場の選択の方法
(良い滑所かどうかの判断) プロジェクト・ファイナンスの知陰
• 候補となる会場のリスト 、会場を契約する婦仲
照明機材・音響機材の
技術的仕様書
ブランヂィング施策の
風;jt製作の専門家・
展示物1:必要な情報
〔英語イタリア簡併飽)
事後清算見積書
??????
?
?
?
? ?
?
? 、?
?
?
?
????
スタッフ・
ローテーション(シフト畿)
SNSの活用に関する企画書
結果報告書
注:囲みで表示された知識が新組織で創造された知識である。
出所:結果に基づき，ネットワーク分析のソフトNodeXL(Versionl.01.251)を使用し，筆者作成。
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新組織への聞き取り調査は，旧組織の調査と同様に，定例会議やビデオ会議にも出席し，発言した
関係者を対象者とした。調査対象者の10人は表2の関係者から選ばれた。各聞き取りは1時間，東京
都内にて2016年8月下旬-9月上旬に実施された。
議事録などの記録によると2016年のプロジ、エクト組織がとりわけ時間を費やしたのは、出展コンセ
プト開発に関する知識の創造である。 2回目となる出展にあたっては，一貫した企業ピジョン・ブラ
ンドメッセージを基本にしながらも，斬新なコンセプトが求められた。本稿はこの出展コンセプト開
発の知識創造に焦点をあてて， 2014年の知識パッケージがどのように移転され，新しい知識に再創造
されたのかについて詳述したい。図2に示されたように，出展コンセプト開発に関する知識にはパッ
ケージされた知識から①プランデイング施策の期待される効果の判断(暗黙知)，②出展企業の
「らしさJ (企業文化) (暗黙知)，③出展企業の企業理念に基づく出展コンセプト(形式知)，④ 
ブランド・メッセージ が移転されている。
2014年の出展コンセプトは， ILIGHT is TIMEJであった。これは出展企業であるシチズン時計の
光発電技術による時計の訴求を意識されていると同時に，光が時間を生み出しているという考え方に
基づいている。
この ILIGHTis TIMEJというコンセプトをそのまま適用するのか，それとも新しいコンセプト
を設定するのかについてP3-P6 (2015年5月17日-9月3日)の聞に毎月 l固から 2回のペース
でワークショップが聞かれた。ワークショップはほぼ1日を費やし，深夜までおよぶこともあった。
議論を進める過程で，時間という概念をより深く探求するコンセプトにすべきであるという共通理
解に達した。その理由は，出展会場がスーパースタジオという展示面積824m(35 x 24.7m)と2014
年の約2倍の広さのスペースに拡張したことが挙げられる。とこは， FUORI SALONE (フォー リ・
サローネ)でも最大規模の会場である。中心的に議論を進めたのは， 2.出展企業の戦略企画室マネ
ジャー ， 5.デザイン部長， 6.チーフデザイナー， 8.デザイナー.9.デザ、イナー (2016). 10.デザイ
ナー (2016)と広告会社グループの16.アカウントディレクター.18.シニアプロデユーサー，外部協
力会社(国内)の24.東京チーフデザイナー，外部協力会社(海外)の26.空間デザ、イナー .28.アシ
スタント.29.演出プロデューサーであった。すペてのワークショップのファシリテーターは広告会
社グループの18.シニアプロテ守ユーサーがおこなっていた。
このワークショップでは「時間jについての言葉やイメージを各自が収集して持ち寄り，ブレイン
ストーミングをおこないながら，さまざまな言葉をカテゴリーに分類して，ひとつのコンセプトを絞
り込んでいった。最終的に. ['時間は常に動き，変わる」そして，時間には[瞬間，はじまり，偶
然，いま (time)Jという意味と「時代，永遠，必然，未来 (TIME)Jという意味が同時に存在し
ていることを表す Itime is TIMEJというコンセプトに決定した。 ['LIGHTis TIMEJという出展コ
ンセプトを基に，新しい Itime is TIMEJというコンセプトが設定された。との新しく設定された新
しい Itimeis TIMEJというコンセプトに従って，インスタレーションや時計展示の方法，空間演出
の方法が決められていった。具体的には，約12万枚の時計の碁盤となる部品の「地板jを用いたイン
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スタレーションは，会場内の中央にある2つの空間 (SPACEA/SPACE B)で全く異なる体験を提
供する。来場者に時間と光を体感してもらえるインスタレーションである。時計展示では，シチズン
時計の100年におよぶ歴史の中で世に送り出したデザイン的に優れたモデルを18個，意図的に発売の
時系列ではなく，アルファベット順に展示した。また，会場内の中央にある2つの空間 (SPACEA 
/SPACE B )ではピアニストと先鋭的な電子音楽の共演というパフォーマンスを行うなどの空間体
験の演出も実施された。このように「空間演出の方法に関する知識」や「コンセプトに基づく部品・
時計の展示J. i展示台などの制作物，展示するプロダクトの演出方法などの知識Ji空間演出のた
めの技術的な知識」なども知識は.パッケージされた知識を移転して，状況に合わせて知識の再創造
( i適応J)が行われた。一方で. i運営オベレーションに関わる知識」は，パッケージされた知
識である関する知識にはパッケージされた知識から①運営マニュアルに記載すべき詳細内容の決定
(暗黙知).②優秀な通訳スタッフとのネットワーク(暗黙知).③混雑時など想定されるアクシ
デントに対応する知識(暗黙知).④イベント・オベレーション・マニュアル(形式知)⑤スタッ
フ・ローテーション(シフト表) (形式知)が移転されている。この中でも，④イベント・オペレー
ション・マニュアル(形式知)⑤スタッフ・ローテーション(シフト表) (形式知)については，新
しい会場の状況に合わせて再創造(i適応J)されている。
4 考察
4.1 2016年のミラノ・サローネの出展プロジェクトの成果
本稿は，国際的なデザイン見本市であるミラノ・サローネに2014年と2016年に連続して出展したプ
ロジェクト組織がどのように知識を移転し，新しい知識を創造したかを明らかにした。その成果とし
ては，図3が示すように2016年のミラノ・サローネの出展プロジェクトは，来場者数が増加した。
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図3:ミラノ・サ口ーネ出展プロジェク卜の一般来場者数の比較
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出所 :2016年実施報告書を参照して， 筆者作成。
2014年は7日間で4万8389人であったのに対して.2016年は6万6240人であった。前回 (2014年)
と比較して37%増加した。また， 日を追って来場者が増えていることから，新しい施策として来場者
が写真や動画を投稿するインスタグラムのタグを会場で掲出し，情報がSNSなどで拡散することが実
現した。
2回.3回とリピートする来場者も多く見られた。PR施策の効果も2014年の経験が活かされ， 日本
国内のPRの広告費換算額は 1億2440万円，海外 (ヨー ロ ッパ (イタリア、フランス、 ドイツ、スペイ
ン) ・北米 (アメリカ、カナダ)のPRの広告費換算額は 5億548万円と増加している。今回，設定し
たインスタグラムにも来場者が数多くの写真や動画を公開しており.SNSによる情報拡散が効果を得
た。連続的な知識創造の成果がもたらされたと言える。次項でプロジェクト組織における連続的知識
創造のメカニズム関して考察する。
4.2 プロジェクト組織における連続的知識創造のメカニズム
プロジェクト組織は期間限定的である。しかしながら.本事例のようにプロジェクトが連続して実
施される場合に，旧組織で創造した知識をいかに効率的に活用するかが重要である。そのためには，
まず活用できる知識のパッケージ化をすることが必要となる。暗黙知と形式知に分類して，新組織に
移転されて，そのまま使用する (I適用J)か.再創造する (I適応J)かを.見極めるプロセスが
必要となる。本事例では，コンセプト開発のためのワークショ ップがそのプロセスの機能を果たして
いた。その際に旧組織の関係者がどのくらいの比率を占めているかも，効率的な知識の移転と再創造
には影響を与える可能性がある。本事例では約60%が旧組織の経験をもっ関係者であった。Uziiand 
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Spiro包005)によって示された商業的成功に最適な条件として，制作者間の過去の協働関係(反復的
紐帯数jが中程度のバランスに近いことがわかる。
本稿の取り上げた事例はグローパル・ブランドの訴求というコミュニケーションに関係するマーケ
ティング活動である国際的見本市への出展プロジェクト組織であった。このようなエンターテイメン
ト産業や文化産業，メディア産業におけるテレピ番組やミュージカル作品の制作のような期間限定的
なプロジェクト組織がソフトな資源の活用として連続的に知識創造を行う場合には，パッケージされ
た知識の移転から，いかにして新しいコンセプトを開発し，それを基軸にして各施策へ展開していく
ことが特徴的である。表4は，本事例の旧組織から新組織への連続的知識創造について，整理したも
のである。移転された知識がそのまま適用されたか，あるいは条件に合わせて再創造されたかを示し
ている。
山下他 (2012，15ページ)が「日本企業のマーケテイング活動の変革には戦略と組織のバランスが
中心的な課題となっていた」と指摘するように，プロジェクト組織が知識というソフトな経営資産の
活用を戦略として具現化していくことの成否が問われている。知識創造戦略においては，プロジェク
ト組織における連続的知識創造のメカニズムを意識することが重要であると考える。
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表4:旧組織から新組織への連続的知識創造
新組織(2016)の知識創造 旧組織(2014)の知識創造(・暗黙知・ロ形式知)
そのまま移転(適用) 再創造(適応)
-会場場用を候す契補る約会の場すリスるの条ト契件約(金額や賃借期間)の交渉の仕方出展会場の選定に関する知識 -会場の選択の方法(良い場所かどうかの判断) ロ会
ロ使 寄に盛り込むべき肉容
出展コンセプト開発に関する知織 ・ロ.ブ出ヮラー展ンヲ企デドシ業・ィヨメのン‘Yップゲ「セら巷錨ーし活策さジ性Jの(化企期さ業待せ文さるれ化フる)ァ効シ果リテのー判シ断ョンの方法 口出展企業の企業理念に基づく出展コンセプト(rtime is TIMEJ) 
会場費の支に払関いすやる契知約識などの手続き -ロ支プロ払ジいzの占た為め・替フの予ァ為イ約ナ替のン予時ス約期のフを知ォき識ーめマるッ知ト識・担録
.7c~:J:?ト
コンセプトに出基のづ方く法部に品関・時す計るの知展識示・ -ロ展ヮー示ウ物シのョ輸ップ送をに活関性す化るさ手せ続るきフ(輸ァシ出リカテルーネシ)ョンの方法 -・ロ展コ展ン示示セを物にプ製対にト作す必をする具要演る現なに出情化あ効報すた果る(英った(照て語めの明・のイ専・展者音門リ示響ア家内)語の容のネvトワ-?空間演
ロ 併記)
-コンセプ?製ト作をす具る現に化あすたるったてめのの専空門間家演・出
展示の演構出成方田展法示なすどるのプ知ロ識ダウトの -ワー展空ヲ示間)をi員 アー ティストのネ‘Yト
ロロ照明演機材出の・音照響明機・音材響のの技プ術ロ的グ仕ラ様ミ書ングヂ-$1
PR施策に関する知i龍(SNSの活用) 口取材実績のある媒休 親譲警官帽
展示台などの演制出作方物な，展ど示のす知る識プロダ i-・EE優総E嘗秀時マなニュアル少にれyフ記るとア載のクすネシべッデきトン詳ワトー細にヲ内対容応のす決る定 ロイベント・オペレー ション・マニュアル?トの 法 な通ど惣訳定スさ 知識 .ロス$I':l:7・ロー テー ション(シフト褒)
空間演出のための技術的な知餓 ロ空間涜機出の照E響明機・音材響のプ術ロ的グ仕ラ様ミ書ングヂ-$1ロ照明材・音 の技
運営オペレーションに関わる知織 -・運優混営秀雑マな時ニ通なュ訳どア想スルf定Fに2さ7記れと載るのアすネヲべッシきトデ詳ワンー細トク内に容対の応決す定る知識
事後PR関する知識 ロPR企画書ロPR結果報告書
実施報告に関する知識(報告書) ー 口ロ口事結反PR省後果結清報点果告の算報書見ま告と積書め書
出所;筆者作成。
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5 おわりに
本稿の学術的な意義として以下の点をあげる。海外市場への知識移転に関しては，製造業の技術移
転を中心に数多くの研究がなされてきた。近年ではサービス業に関しでも，小売業態の国際移転を中
心とする知識移転の研究が多くみられる。しかしながら，本事例のような知識移転から知識の再創造
という視点で，実際のプロジェクト組織を対象にした研究は極めて少ない。本稿の貢献は，知識移転
と知識創造に関する理論的枠組みを援用し，プロジェクト組織における連続的な知識創造のメカニズ
ムを動態的に浮き彫りにしたことである。次に，実務的な意義として， 日本企業が，国際競争力を向
上させるために情報や知識といった無形資産の活用をどのようなプロセスで展開しているのかを明ら
かにすることができた点が挙げられる。具体的にどのような知識が必要とされ，状況に適応して再創
造されたかを示したことは，今後の国際見本市のようなマーケテイング活動におけるプロジェクト・
マネジメントに示唆を与えることが出来たと考える。期間限定的なプロジェクト組織が継続的に知識
を創造することは容易ではない。参加する関係者の経験が新しい知識の創造を阻害してしまうことも
起こりえる。そのためには，旧組織にどのような知識が存在し，新組織にいかにしてパッケージとし
て継承することに取り組む必要がある。
今後の研究上の課題としては.単一の事例研究の限界を克服することであるo取り上げたプロジェ
クト組織は50名に満たない小さな組織を対象にしているが，より大規模なプロジ、ェクト組織について
も研究を積み重ねることが必要である。また，パッケージ化される知識と知識の再創造の関係につい
ても，さらに精織化しなければならない。
参考文献
(英語文献)
Argote. 1.， Ingram， P.， Levin， ].M. and Moreland， R.L. (2000) "Knowledge Transfer in 
Organizations: Learning from the Experience of Others. " Organizational Behavior and Human 
Decision Processes， Vol. 82， pp.l・8.
De Nooy， W.， Mrvar， A. and Batagelj， V. (2005) ，Exploratory Social Network AnaJysis with Pajek， 
Cambridge University Press，安田雪監訳 (2009) WPaj ekを活用した社会ネットワーク分析J東京電
機大学出版局。
Nonaka，1. (1991) ，"The Knowledgeー CreatingCompany， " Harvard Business Review， November 
-December， pp.96-104. 
Nonaka，1. and Takeuchi， H. (1995) . The Knowledge-Cr，伺 tingCompany.・How]apaneseCompanies 
Creatf! the Dynamics of lnnovation， Oxford University Press. 
Nonaka， I.and Von Krogh， G. (2009)，“Tacit Knowledge and Conversion: Controversy and 
-161-
第55巻第2号 2017年3月
Advancement in Organizational Knowledge Creation Theory. Organization Science. Vo1.20. No.3. 
pp.635-652. 
Teece. J.D. (2011) ，Dynamic Capabilities and Strategic Management. Oxford University Press. (谷
口和弘・蜂巣旭・川西章弘・ステラ 'S・チェン訳 (2013) rダイナミック・ケイパピリテイ戦略J
ダイヤモンド社。
Turner， J.R. and Muller， R. (2003)，“On the Nature of the Project as a Temporary Organization， " 
Internati・'onalJourna1 01 Project Management， Vol. 21， pp.l・8.
Smith， J.O. and Powell， W.W. (2004) “Knowledge Network as Channels and Conduits: The Effects 
of Spillovers in the Boston Biotechnology Community， " Organization Sαience， Vo1.l5， No.l， pp.5・21.
Stark， D. and Vedres， B. (2006) ， "Social Times of Network Spaces : Network Sequences and 
Foreign Investment In Hungary， " American Jaurnal of Sociology， vol.11， pp.l367-1411. 
Sydow， J.， Lindkvist. L. and Defil1ippi， R. (2004) "Project-Based Organizations， embeddedness and 
Repositories of Knowledge: Editorial，" Organization Sturdies， Vo1.25， pp.475-1489. 
Uzii， B.and Spiro， J.(2005) "Collaboration and Creativity; The Small World Problem， . American 
Journa1 01 Sociology， Vol.11， No.2， pp.447・504.
Von Krogh， G.， Ichijo， K.and Nonaka， r. (2000) ，Enabling Knowledge Creation how ωUnlock the 
Mystery 01 Tacit Knowledge and Release the Power olInnovation， Oxford University Press，フォン
クローゲオルク・一保和生・野中都次郎訳 (2001) rナレッジ・イネープリング一知識創造企業へ
の五つの実践』東洋経清新報社。
(日本語文献)
浅川和宏 (20日) rグローパルR&DマネジメントJ慶応大学出版会。
今口忠政 (2005) rプロジェクト型組織のマネジメントJ r国際P2M学会記念論文集J創刊号， 63・67
ペー ジ。
唐沢龍也 (2014) r日系広告会社の国境を越える知識移転プロセスの実態ー中国拠点におけるオペ
レーション事例を中心に-J r明治大学社会科学研究所紀要J第52巻，第2号， 261・279ペー ジ。
唐沢龍也 (2016) rプロジ、エクト組織における広告会社の役割ーミラノ・ザローネ出展プロジェク
トのネットワーク分析を中心にーJ r広告科学』第63集， 1・15ペー ジ。
児玉充 (2010) rバウンダリーチーム・イノベーション』朔泳社。
寺本義也・中西品・土谷茂久・竹田昌光・秋揮光(1993) r学習する組織J同文館。
野中郁次郎 (1990) r知識創造の経営J日本経構新聞社。
野中都次郎・紺野登 (2012) r知識創造経営のプリンシプル開賢慮資本主義の実践論』東洋経済新報社。
野中都次郎・紺野登・川村尚也 (19卯) r組織的『知の創造Jの方法論J， r組織科学j，2・10ページ、。
野中都次郎・遠山亮子・紺野登 (1999) r r知識創造企業』再訪問J r組織科学jvol.38.No.l， 35-47 
-162-
明治大学社会科学研究所紀要
ペー ジ。
野中部次郎・竹内弘高著・梅本勝博訳 (1996) r知識創造企業J東洋経済新報社。
山下裕子・福富言・福地宏之・上原渉・佐々木将人著(却12) r日本企業のマーケティングカ』有斐閣。
(その他資料)
公益財団法人日本デザイン振興会ウエブサイト. https:llwww.jidp.or.jp/ja/2016/07/23/ 
news20160723?query=凶gNames%3 DNEWS%26tagNames% 3 DREPORT. (2016年9月5日アクセス)
シチズン時計ウエブサイト.h句:lci也en担Ievent2016/milan/index.html (2016年9月5日アクセス)
-163-
